
ため池等整備事業：鹿ノ口地区                              事 後 評 価 書 

 

（１）事業概要 （２）事業による環境の変化 （３）事業を巡る社会経済情勢の変化 
（４）事業により整備された施設の維持管理状

況 
（５）県民の意見 

 

○生活環境 

 事業を実施したことにより、ため池決壊の危険性が

解消され、下流域の人命・人家・公共施設等の安全性

が高まった。 

 

○自然環境 

 本事業は、老朽化したため池の補強工事であり、周

辺環境への影響はない。 

 

○社会環境 

 ため池内に堆積した土砂をしゅんせつしたことによ

り、ため池の貯水容量が回復し、大雨時の洪水の一時

貯留機能が回復した。 

 

 

 

 

 

○受益農家のニーズの多様化 

 県で実施しているため池等整備事業は、防災の観点か

ら、ため池整備工事を主に実施している。 

 しかし、本地区に限らず、農業従事者の高齢化や農業経

営者の減少が進み、ため池内の泥上げ管理が殆ど行われて

いない状況であり、しゅんせつに対する要望が増加してい

る。 

 

本地域は、「江北町上小田土木委員会」を組織されて、

本地区を含む７つのため池を共同管理されている。 

本地区は、年２回（５月、９月）堤体の草刈り管理

が行われており、用水時期の見回り管理も行われてい

る。 

 

 

（地元関係者からの聞き取り） 

○事業実施による効果 

・堤体や取水施設からの漏水が解消され

た。 

・取水施設が改修されて、操作がしやすく

なった。 

・ため池に溜まった泥土がしゅんせつされ

て、貯水容量が回復した。 

 

○事業完了後の問題 

・堤体法面の保護のために布製型枠ブロッ

クマットが使用されているが、表面の凹凸

が大きく、草刈り機による管理がやりにく

い。 

 

○事業推進における苦労 

・ため池内に堆積した土砂の受け入れ農地

がなかなか決まらす、地元役員は調整に苦

労した。 

 

（６）事業の効果 （７）地域住民との関わり （８）今後の課題等 
（９）新規箇所評価、再評価への反

映、改善点等 
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〇事業名  ため池等整備事業 

     （ため池整備工事） 

     （利活用保全整備工事） 

○地区名  鹿
か

ノ
の

口
くち

地区   

 

○所在地  杵島郡江北町大字上小田 

 

○工 期   

・当初工期 平成１３年度～平成１５年度 

・変更工期 変更なし 

 

○総事業費  

・当初事業費 総事業費１５０，０００千円 

      （本工事）１３０，０００千円 

      （利活用） ２０，０００千円 

・変更事業費 総事業費１４９，０００千円 

      （本工事）１２９，６００千円 

      （利活用） １９，４００千円 

○事業内容  

（本工事） 

・堤体補強工 Ｌ＝６５ｍ 

・取水施設工 １式 

・洪水吐工  １式 

（利活用） 

・泥土しゅんせつ・運搬 Ｖ＝３，８８１㎥ 

・整地工 農地２２箇所 ３．４ha 

 

○関連する事業  該当なし。 

 

○背 景 

 本地区は、経年変化により堤体法面の浸食

が進行し、堤体断面の変形や余裕高不足が生

じている。 

 また、取水施設は老朽化により、取水部の

水密性が低下し漏水している。 

洪水吐は、通水断面が不足しており、下流

部については、土水路のままとなっている。 

このような状況から、ため池決壊の危険性

が非常に高い。 

さらに、ため池内には、長年に亘り上流か

らの土砂の流入により貯水容量が減少し、大

雨時の洪水の一時貯留機能も低下している。 

 

○目 的 

 ため池堤体の補強工事を行うことにより、

ため池の決壊を未然に防止し、下流域の人

命・人家・公共施設等の安全を確保するとと

もに、安定した農業用水を確保し、農業経営

の安定を図る。 

 また、ため池内に堆積した土砂をしゅんせ

つすることにより、貯水容量の回復を図り、

しゅんせつした土砂は、農地の耕土として有

効利用する。 

 

○事業の直接的効果 

 事業の実施により、ため池決壊の危険性が解消され、

決壊による想定被害（農地の耕土流失・土砂埋没、作

物被害、水路・農道など農業用施設の損壊、家屋の損

壊・浸水、道路・橋梁など公共施設の損壊）の防止が

図られた。 

また、ため池内に堆積した土砂をしゅんせつしたこ

とにより、本来の貯水容量が回復した。 

（貯水容量 ６９，８００㎥） 

（事業計画書の想定被害額） 

区  分 被害額(百万円) 

農地被害 １５４ 

農作物被害  ３４ 

農業用施設被害 １２６ 

家屋被害 １７３ 

公共施設被害 １６９ 

合  計 ６５６ 

 

○事業の間接的効果 

ため池の補強工事を行い、ため池内の堆積土砂をし

ゅんせつしたことにより、貯水効率と貯水容量が回復

し、安定した農業用水が確保され、農業経営の安定が

図られた。 

また、しゅんせつ土を有効利用して農地の狭地倒し

を行ったことにより、農作業の効率化が図られた。 

 

 本地区は、ため池直下流に住宅があり、ため池の安全性

については地域住民の関心が高く、事業計画段階から事業

推進に熱心であった。 

 また、受益農家は、ため池内に堆積した土砂のしゅんせ

つを強く要望されていたため、利活用保全整備工事の実施

ができた。 

  

 

 

○法面保護の材料は、当時、施工の容易さから県で決

定したものであるが、維持管理を行う地元関係者の意

見を考慮して決定すべきであった。 

 

○利活用保全整備工事は、国の制度上、しゅんせつ土

を農地の耕土として利用することが要件となっている

が、本地区はため池内のしゅんせつ工事の決定が先行

してしまい、事業計画時点で受け入れ農地の調整が十

分にできていなかったため、当時の地元役員の方々が

大変苦労された。 

 

○しゅんせつ土の受け入れ農地の殆どが区画整理され

ていたため、農地の嵩上げ高さに限度があり、広範囲

の農地を対象としなければならなかった。 

 

 
○事業の実施段階で、使用する材料

などについては、地元関係者との意

見交換を十分に行い、維持管理を考

慮した上で決定することが必要で

ある。 

 

○利活用保全整備工事については、

事業計画段階で、制度の要件などを

地元関係者に詳細に説明し、受益農

家の理解と協力を得ながら、事前調

整を行っておく必要がある。 

 

○利活用保全整備工事を今後取り

組む地区については、地域の状況を

十分に調査し、効率的に資源活用が

行えるように計画策定することが

必要である。 
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